女川町「炊き出し＆なんでも相談会」（2012年4月28日）に参加して
田村　孝平（東京支部）
女川町総合運動公園仮設住宅前で開催された「炊き出し＆なんでも相談会」で、私は支援物資を受取りに来られた方の荷物を仮設住宅までお届けする役割を担当しました。帰路を一緒に歩きながら、仮設住宅の暮らしで抱えている問題などについて話を聞きましたので、その一部ですがご紹介します。いずれも年配の女性です。

■民宿再建の課題
Ａさんは、子と孫を含む5人家族。3DKの仮設住宅で暮らし。私が「建築の相談で来ています。」と伝えると、仮設住宅の中を見せていただきました。そして奧の部屋から建替えの図面を持ってこられました。「じつは、高台に移転したら民宿を再開しようと思っていて、同じ部落の知り合い（設計事務所か工務店の方と思われる）に間取りを書いてもらったが、思いのほか工事費がかかるので悩んでいる。」とのことでした。
Ａさんは津波の被害に遭う前にも民宿をされていて、少しでも生活の足しにしたいので、移転したら民宿を再開したいとのことでした。概略の平面図（１階が住宅、２階が民宿）と工事費の概算額を記載したものを見せていただきました。また、「敷地が世帯あたり100坪とされているので、それで民宿ができるのかどうか心配」とも話されました。
女川町で町会議員をされている高野博さんの話によれば、女川町ではもともと民宿経営が多かったそうですが、高台に移転した場合の敷地は世帯あたり100坪が目安となっており、民宿経営者からはＡさんと同様の意見が出ているそうです。
民宿は一般的には家族経営で、家族が暮らす住宅とお客さんの宿泊する民宿が同じ敷地で一体になっているというものがほとんどだと思います。
女川町の土地利用計画案では、地盤高さ別にエリアを設定し、住宅は今回と同程度の津波に対して安全な高台に建てることになっています。民宿は、それより地盤の低い土地（明治三陸津波と同程度の津波に対して安全な地区：防潮堤の計画高まで盛土）でも良いとのことでした。
しかし、民宿経営をしていた被災者からは、「自分たちだけ安全な高台に住んでお客様を被災地に泊まらせるようなことはできない。」との意見も出されているそうです。
民宿の再建費用の問題については、その場ではお応えできなかったのですが、東京に戻ってから調べたところ、宮城県が実施する「観光施設再生支援事業補助金」というものがありました。旅館等を再建する際の工事費に補助金が出るというもので、県の担当課に確認しましたが、23年度から3カ年を予定しているとのこと。情報として高野町議にもお伝えしました。
■大人４人で暮らす2DKの仮設住宅
Ｂさんは、津波で骨折し5ヶ月間入院されていたとのこと。現在は、大人4人家族で2DKの仮設住宅暮らし、住戸が狭いのが不満とのことでした。
自治体によっては世帯分離して別々の住戸に暮らせるように配慮しているところもあるようですが、女川町では仮設住宅の戸数が不足しており約100世帯が待機されているとのことで、現時点では世帯分離や広い住戸に移ることが出来ないようです。
高野町議からは、仮設住宅を転用して公営住宅にできる可能性、事例を知りたいとの相談も出されました。
■今後の支援活動について
　女川町についてほとんど事前勉強せずに参加したことは私自身の反省点です。東京に戻ってから町の復興計画の内容を勉強しました。

　帰りの電車の中で一緒に参加した小野さん、松木さんとも話をしましたが、継続的な対応をしなければ解決できない課題が多いことを実感しました。かといって頻繁に現地に行くことも難しいのが実情です。東京に戻ってからでも対応可能なことはやって、現地でお聞きした要望や問題点などを新建のメンバーで共有して、次に支援に行かれる方につながるようにしておくことが大切だと思いました。
